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団体概要
名称 ⼀般社団法⼈シェアリングエコノミー協会
設⽴ 2016年1⽉15⽇
所在地 東京都千代⽥区平河町 2-5-3  Nagatacho GRID
代表理事
上⽥祐司（株式会社ガイアックス 代表執⾏役社⻑）
⽯⼭アンジュ

幹事
● 秋⼭広宣（株式会社INFORICH 代表取締役）
● 伊藤⽂隆（アクシスコンサルティング株式会社 

代表取締役社⻑ COO）
● 加藤貴博（株式会社ジモティー 代表取締役社

⻑）
● 久保裕丈（株式会社クラス 代表取締役社⻑）
● 近藤佑太朗（株式会社Unito 代表取締役）
● 永岡⾥菜（株式会社おてつたび 代表取締役CEO）
● 宮下晃樹（Carstay株式会社 代表取締役）
● 中島真（株式会社CAMPFIRE 代表取締役）
● 髙原幸⼀郎（株式会社NearMe 代表取締役社⻑）
● ⽥中嶺吾（MIRAI-INSTITUTE株式会社 取締役）

理事
● 重松⼤輔（株式会社スペースマーケット 代表取締

役社⻑）
● 甲⽥恵⼦（株式会社AsMama 代表取締役CEO）
● ⾦⾕元気（akippa株式会社 代表取締役社⻑CEO）
● ⼤屋智浩（Airbnb Japan株式会社 公共政策本部

⻑）
● 天沼聰（株式会社エアークローゼット 代表取締役

社⻑ 兼 CEO）
● 和⽥幸⼦（株式会社タスカジ 代表取締役）
● 佐別当隆志（株式会社アドレス 代表取締役社⻑）
● 鈴⽊歩（株式会社ココナラ 代表取締役社⻑CEO）
● ⾼橋啓介（ラクサス‧テクノロジーズ株式会社 代

表取締役 社⻑執⾏役員）
● 積⽥有平（常任理事）
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アドバイザー
● 渋澤健（シブサワ‧アンド‧カ

ンパニー株式会社 代表取締役 
兼 コモンズ投信株式会社 取締
役会⻑）

● ⻘井浩（株式会社丸井グループ 
代表取締役社⻑ 代表執⾏役員
CEO）

● ⼯藤七⼦（社会変⾰推進財団 常
務理事）

● 伊藤穰⼀（株式会社デジタルガ
レージ取締役 兼 専務執⾏役員
Cheif Architect）

● 吉⽥雄⼈（Global Government 
Relationz株式会社 代表取締役 / 
前 横須賀市⻑）

● ハーマン‧ヴァン‧スプラン
（世界シェアリングシティ連盟 
共同創業者‧代表理事）

シェアリングエコノミー協会の体制



ビジョン（Co-Society）実現に向け、７つのサステナビリティを設定しています。
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当協会の掲げる 7つのサステナビリティ
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協会では次の４つのセクターに対して

シェアリングエコノミーの普及・促進活動を行っています。

国
ロビー活動

自治体
シェアリングシティ

企業
法人会員

個人
シェアワーカー

シェアリングエコノミー協会について



シェアリングエコノミー協会について

2025年、中国支部（5月）と北陸支部（9
月）が新たに設立し全国9支部へ！

212384 



インターネットを介して個人と個人・企業等との間で
活用可能な資産（場所・モノ・スキル等）をシェア（売買・貸し借り等）すること

で生まれる新しい経済の形。

個人が保有する資産を活用するCtoC型 、
企業が有する資産や公共資産をシェアするBtoB型 BtoC /GtoC型 などがあります。

シェアリングエコノミーとは

（引用）消費者庁 
「あんぜん・あんしんシェアリングエコノミー利用ガイドブック」 



（引用）国土交通省国土政策局作成「シェアリングが有する機能」

シェアリングとはあらゆる資産の共同所有、売買、貸借り等を行う「経済的機能」 と、
地域のつながりを生み出し、新しいコミュニティを創造する「社会的機能」 をもつ概念。

シェアリングエコノミーとは
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シェアリングエコノミーの社会意義



株式会社情報通信総合研究所と共同で日本のシェアリングサービスに関する市場調査を実施。

2022年度日本におけるシェアリングエコノミーの市場規模が「2兆6,158億円」となり、

2032年度には最大「15兆1,165億円」に拡大することが分かりました。

シェアリングエコノミーの社会意義：新たな経済・産業の創出
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シェアリングエコノミーの社会意義：サステナブルな経済モデル
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シェアリングエコノミーの社会意義：共助・コミュニティの再生

近代におけるまちづくりは行政と企業が主導、市民は「サービスを利用するお客様」だっ
た。シェアリングは新たな市民参画・共助のかたちをつくる。
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シェアリングエコノミーの社会意義：多様な働き方・ライフスタイル



シェアリングエコノミーはインターネットやデジタルデバイスの普及とともに世界中で広がっており、人々の

多様な暮らし方や働き方の選択肢を広げています。「シェア」を街のインフラとしてまるごと浸透させる こ

とで街全体の経済効果と活性化を生み出す 都市「シェアリングシティ」が世界各国で生まれています。

シェアリングシティとは

Soul, KoreaAmsterdam, NetherlandsSan Francisco, USA

Sharing Cities 2020: A Case-Based Approach – November 28, 2021  

 by Iris Wang (編集), Hideaki Ninomiya (編集), Benjamen Gussen (編集) 

https://www.amazon.co.jp/-/en/s/ref=dp_byline_sr_book_1?ie=UTF8&field-author=Iris+Wang&text=Iris+Wang&sort=relevancerank&search-alias=books-us
https://www.amazon.co.jp/-/en/s/ref=dp_byline_sr_book_2?ie=UTF8&field-author=Hideaki+Ninomiya&text=Hideaki+Ninomiya&sort=relevancerank&search-alias=books-us
https://www.amazon.co.jp/-/en/s/ref=dp_byline_sr_book_3?ie=UTF8&field-author=Benjamen+Gussen&text=Benjamen+Gussen&sort=relevancerank&search-alias=books-us


各国さまざまな定義がありますが、シェアリングエコノミー協会では

公助を「共助」で補完しサステナブルな自治体を実現しようとする試み を

課題先進国と呼ばれる日本ならではの「シェアリングシティ」の取り組みとして

推進しています。

シェアリングシティとは
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コンセプト：「公助を共助で補完する」

2016年の協会設立以降、官民を挙げて、シェアリング

エコノミーサービスを活用した地域課題解決を推進して

きました。自治体のシェアリングエコノミー導入の教科

書「活用ハンドブック」を作成し、2022年3月には1741

の全国の自治体に配布を行いました。

公共サービスだけでは解決のできない課題が山積する

中、「シェア」という概念を導入することによって、公助を

「共助」で補完し、サステナブルな自治体を実現しよう

とする試み を「シェアリングシティ」 と呼び、推進してい

ます。



ボードメンバー

政府（サポーター） アドバイザリーボード

事務局・シェアリングシティ推進パートナー

会員

・広域対応：福岡県  副知事  江口勝

・災害支援：JVOAD 理事 明城徹也

・関係人口：株式会社カヤック  中島みき

・モビリティ：株式会社電脳交通　北島昇

・観光：公益財団法人日本交通公社   山田 雄一

・子育て支援：社会保険労務士法人ワーク・

　イノベーション  代表 菊地 加奈子

自治体（都道府県、市町村） 

・総務省  情報流通行政局情報通信政策課長

　田邊 光男

協会 首長

代表 代表

シェアリングシティ推進協議会  体制



自治体首長

兵庫県神戸市  市

長

久元喜造

福岡県福岡市  市長

高島 宗一郎

千葉県千葉市  市長

神谷 俊一
埼玉県横瀬町  町長

富田 能成

東京都渋谷区  区

長

長谷部 健

香川県高松市  市

長

大西秀人

北海道余市町  町

長

齊藤 啓輔

福岡県古賀市  市長

田辺 一城

静岡県袋井市  市

長

大場 規之

山形県西川町  町
長

菅野 大志

沖縄県名護市  市長

渡具知 武豊

三重県桑名市  市

長

伊藤 徳宇

福岡県北九州市  市長

武内 和久
宮崎県宮崎市  市長

清山 知憲

代表  

シェアリングエコノミー協会

代表理事

石山 アンジュ  

協会 理事

（株）AsMama　代表取締役CEO

甲田 恵子

シェアリングエコノミー協会理事

兼 関西支部長

akippa（株） 代表取締役社長CEO 

金谷 元気

協会 九州支部長

ナレッジネットワーク（株） 代表取締役社長

森戸 裕一

協会 常任理事

積田 有平

代表  

協会 中国支部長

（株）DoTS 代表取締役社長

谷口 千春

協会 東北支部長 

（株）巻組  代表取締役

渡邊 享子

協会 東海支部長 

（株）株式会社R-pro  代表取締役

岡本 ナオト

協会 四国支部長 

百十四銀行 地域創生部 兼 映画監督

香西 志帆

協会 北海道支部長

えぞ財団 団長

マドラー（株） 代表取締役 

成田 智哉

シェアリングエコノミー協会

協会 理事

（株）ADDress 代表取締役社長

佐別当 隆志

協会 沖縄支部長

HelloWorld株式会社

代表取締役Co-CEO / 弁護士

冨田 啓輔

協会 北陸支部長

株式会社絶対そうしよ 代表取締役

ヨシオ工業株式会社 代表取締役社長

徳野新太郎

シェアリングシティ推進協議会  体制



参加自治体一覧〈規模別〉： 212自治体（2025年10月現在）   

広域自治体
北海道、青森県、富山県、石川県、福井県、長野県、静岡県、三重県、和歌山県、広島県、山口県、香川県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、

大分県、宮崎県

政令市

特別区

愛知県名古屋市、東京都渋谷区、世田谷区、品川区、千葉県千葉市、埼玉県さいたま市、神奈川県横浜市、相模原市、大阪府堺市、兵庫県神

戸市 、福岡県福岡市、北九州市、熊本県熊本市

中核市
石川県金沢市、愛知県岡崎市、兵庫県姫路市、広島県福山市、香川県高松市、愛媛県松山市、福岡県久留米市、長崎県佐世保市、宮崎県宮

崎市、鹿児島県鹿児島市

市

北海道苫小牧市、千歳市、士別市、青森県弘前市、岩手県大船渡市、釜石市、二戸市、宮古市、福島県須賀川市、宮城県気仙沼市、秋田県

湯沢市、鹿角市、北秋田市、群馬県太田市、埼玉県春日部市、川越市、久喜市、千葉県市川市、神奈川県逗子市、富山県滑川市、南砺市、石

川県加賀市、小松市、野々市市、福井県鯖江市、大野市、坂井市、長野県飯田市、駒ヶ根市、伊那市、東御市、新潟県加茂市、岐阜県大垣

市、飛騨市、美濃加茂市、海津市、下呂市、静岡県磐田市、掛川市、袋井市、湖西市、愛知県豊川市、犬山市、常滑市、知立市、日進市、碧南

市、尾張旭市、蒲郡市、三重県桑名市、滋賀県長浜市、守山市、大阪府池田市、茨木市、箕面市、兵庫県加古川市、三木市、奈良県生駒市、

和歌山県海南市、岡山県玉野市、鳥取県米子市、広島県竹原市、尾道市、三次市、廿日市市、安芸高田市、山口県山口市、萩市、香川県東

かがわ市、さぬき市、徳島県徳島市、美馬市、高知県須崎市、福岡県春日市、筑紫野市、直方市、宗像市、大川市、小郡市、柳川市、中間市、

古賀市、福津市、太宰府市、筑後市、みやま市、うきは市、佐賀県佐賀市、唐津市、伊万里市、多久市、武雄市、嬉野市、小城市、神埼市、長

崎県島原市、大村市、壱岐市、平戸市、熊本県八代市、天草市、上天草市、人吉市、玉名市、大分県豊後大野市、中津市、佐伯市、宮崎県都

城市、日南市、鹿児島県指宿市、奄美市、日置市、南さつま市、沖縄県石垣市、沖縄市、南城市、名護市、豊見城市

町・村

北海道岩内町、清水町、天塩町、沼田町、余市町、安平町、上川町、厚真町、当麻町、上士幌町、長沼町、むかわ町、苫前町、青森県五戸町、

山形県西川町、高畠町、岩手県矢巾町、福島県双葉町、磐梯町、茨城県境町、東京都瑞穂町、埼玉県横瀬町、長野県川上村、中川村、辰野

町、新潟県弥彦村、大阪府島本町、京都府与謝野町、奈良県三宅町、山添村、岡山県早島町、美咲町、島根県知夫村、香川県綾川町、高知

県土佐町、福岡県築上町、大刀洗町、大木町、佐賀県白石町、基山町、みやき町、上峰町、吉野ヶ里町、有田町、熊本県錦町、苓北町、宮崎県

高原町、都農町、五ヶ瀬町、西米良村、諸塚村、三股町、鹿児島県中種子町



1.広報・PR：全国の多様な事例を広く周知。
全国シェアリングシティ大賞の開催、エリア支部や自治体と連携した勉強会や官民交流会の実施。

2.ネットワーク：地域課題に対する解決策とそのプロセスを、当事者が共有・議論。

年間を通じて、地域課題をテーマにしたオンライン勉強会を開催。アーカイブ動画はいつでも視聴可

能。

3.地域実装：地方都市の課題解決の視点でのシェアリングサービスの活用・開発。

各地の特色に合わせたシェアリング（共有・共助・共創）の活用を調査・研究、実証。

参加費用：無料

シェアリングシティ推進協議会  具体的な取り組み   

協議会への参加費用は無料です。

担当者の方々にご負担をおかけするような制約事項は特にありません。
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市場の健全な発展に必要な政府との連携

新しい経済活動としてのシェアリングエコノミーの健全な発展には、ルール形成を含む政府との連携が欠

かせません。当協会は、安心安全にシェアサービスを利用できる環境を整えるべく、 政府・自治体との意

見交換、政策提言などを行っています。政策が適切に形成されるよう、業界の最新動向・展望など、政策を

検討 する上で参考になる情報や意見の提供を行います。

働き手の保護
（厚労省、内閣官房）  

消費者の保護
（消費者庁）  

身元確認
（経産省）  

国際標準化
（経済省）  

SDGs 
（環境省）  

税
（財務省、国税庁）  

地域活性化
（総務省）  

防災
（ 内閣府）  

紛争解決
（ 内閣官房、法務省）  

スポーツ振興
（スポーツ庁）



業
界
‧
市
場

政
策

地
域
実
装

黎明期 普及期 成⻑期
シェアリングエコノミーの啓発‧普及

● シェアサミットの実施（協会）
● サービス認証制度の運⽤（協会）
● COOL CHOICEの推進「シェアリング

エコノミーをシェアリングエコロ
ジーへ」（環境省）

ユーザーのリテラシー向上
● シェアリングエコノミー ホスト＆

ゲスト利⽤ガイドライン公表（協
会）

● 消費者向け啓発資料「共創社会の歩
き⽅シェアリングエコノミー」公表
（消費者庁）

● ⾃営型テレワークの適正な実施のた
めのガイドライン公表（厚労省）

ユーザーの拡⼤とスキルアップ
● ベースワーカー認証基準の策定

（内閣官房）
● ワーカー認証制度の運⽤（⺠間団

体）
● デジタル‧プラットフォームを介

した取引の利⽤者向けガイドブッ
ク（消費者庁）

持続可能な社会づくりへの貢献
● シェアサービスのSDGs貢献mapの

公表（協会）
● CEコマースの制度化に向けた資源

有効利⽤促進法の改正（予定‧経
産省）

● 環境審議会循環型社会部会（環境
省）

各種ガイドライン等の整備
● シェアエコ促進室の設置（内閣官

房）
● シェアリングエコノミー‧モデルガ

イドライン公表（内閣官房）
● ⺠泊ガイドライン公表（国交省‧厚

労省）
● ⼦どもの預かりサービスのマッチン

グサイトに係るガイドライン公表(厚
労省)

プラットフォーマーによる取引等への
適法性の確保

● シェアリングエコノミー‧モデルガ
イドライン改定（内閣官房）

● 住宅宿泊事業法施⾏（国交省‧厚労
省）

● グレーゾーン解消制度の活⽤（経産
省）

国際的ルール‧基準の整備
● 紛争解決のための取組（協会）
● ISO国際規格の開発（経産省）
● 防災分野におけるシェアリングエ

コノミー活⽤の検討（内閣官房）

地域の持続的成⻑に向けた
シェアエコ活⽤に係る法整備

● ⾃家⽤⾞活⽤事業（⽇本版ライド
シェア）の開始（国交省）

● 改正広域的地域活性化基盤整備法
（⼆地域居住促進法）施⾏（国交
省）

先⾏⾃治体による導⼊‧連携実証等
● シェアリングエコノミー活⽤事例集

「シェア‧ニッポン100」公表（内
閣官房）

● シェアリングシティ‧ラボ（動画受
講プログラム）作成（協会）

● シェアリングエコノミー伝道師の任
命‧派遣（内閣官房‧総務省）

社会実装に向けた事例の創出
● シェアリングエコノミー活⽤推進事

業（総務省）
● 地⽅創⽣関係交付⾦（内閣府地⽅創

⽣推進事務局）
● スポーツ指導スキルとスポーツ施設

のシェアリングエコノミー導⼊促進
事業（スポーツ庁）

都市機能別モデルの横展開
● シェアリングシティ協議会の設⽴

（協会）
● シェアリングエコノミー活⽤推進

事業における⾃治体向けハンド
ブックの作成（総務省）

シェアによる
地域課題解決の普及

● シェアリングシティ実態調査の実
施（協会）

● エリア⽀部を通じたシェアエコの
地域実装（協会）

● 全国シェアリングシティ⼤賞の開
催（協会）

2016年 2020年2018年 2022年

政府と連携したシェアエコ推進の変遷
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国の重点施策との連携
これまでにも「政府成長戦略」「デジタル田園都市国家構想実現会議」「デジタル庁重点計画」などさまざまな国の重

点施策としてシェアリングエコノミーの活用について記載されてきました。公共私の新しいプラットフォームとなるべく、

各省庁と連携しています。



地⽅創⽣2.0の基盤となる⽅針と、シェアリングエコノミーが果たす役割や当協会の取り組みが合致

地⽅創⽣2.0の「基本的な考え⽅」とシェアエコ

地⽅創⽣2.0の「基本的な考え⽅」 シェアリングエコノミーの活⽤可能性

東京⼀極集中から脱却し
「都市も地⽅も」相互につながり

安⼼‧安全に暮らせる持続可能な社会

若者‧⼥性にも選ばれる職場‧暮らしのある
「楽しい」地⽅

地域が横のつながりを持ち
各取り組みの分析‧共有による

好事例の他地域への拡⼤

⼆地域居住の推進による関係⼈⼝の拡⼤
ライドシェアの拡⼤など地域インフラの確保

平時有事問わず機能する地域の共助コミュニティ

シェアワーカーという場所や時間にとらわれない
新しい働き⽅の拡⼤による地⽅の雇⽤創出

⼦育てのシェアにより負担を軽減し
若者や⼥性の暮らし環境を向上

シェアリングシティ推進協議会における
地域同⼠や企業など他セクターとの連携創出
「全国シェアリングシティ⼤賞」などによる

地域課題解決事例の発掘‧後押し



５本柱の各施策においても、シェアリングエコノミーを活⽤できる具体的な場⾯が多数存在

地⽅創⽣2.0 基本構想の５本柱 シェアリングエコノミーの活⽤例

安⼼して働き、
暮らせる地⽅の
⽣活環境の創⽣

東京⼀極集中の
リスクに対応した

⼈や企業の地⽅分散

付加価値創出型の
新しい地⽅経済の創⽣

デジタル‧新技術の
徹底活⽤

「産官学⾦労⾔」
の連携など、

国⺠的な機運の向上

● 楽しく働き暮らせる若者‧⼥性に選ばれ
る地⽅

● 誰もが安⼼して暮らせる⽇常⽣活サービ
ス、地域コミュニティの維持

● 災害から地⽅を守る事前防災、危機管理

1

2

3

4

5

● 企業‧⼤学‧政府機関等の地⽅分散‧移
転

● 地⽅への移住や関係⼈⼝の増加など、⼈
の流れをつくり、⼀極集中の弊害を是正

● 農林⽔産業‧観光産業の付加価値向上、
地域資源を最⼤活⽤した⾼付加価値型の
事業を創出

● 投融資による地⽅起点のエコシステム形
成

● ブロックチェーンなど新技術の活⽤
● デジタルライフライン‧サイバーセキュ

リティを含むデジタル基盤の構築‧規制
改⾰による⽣活環境改善

● 地域⾃らが考え、⾏動を起こすための合
意形成

● 地⽅―都市間、また地域内外で⼈材を
シェアする流れづくり

● 仕事や⼦育てのシェアによる⽣活環境の向上
● ライドシェアによる地域交通の確保
● 避難所や物資のシェアによる災害⽀援

● コワーキングスペース‧サテライトオフィス
など、地⽅と都市⼈材をつなぐ拠点づくり

● ⼆地域居住を⽀える住まいやコミュニティの
創出

● 空き家など地域の遊休資産のシェアによる観
光資源や魅⼒の創出

● 地域の特性を活かした資源循環の推進

● DAO(⾃律分散型組織)などの新しいプラット
フォームを活⽤したシェアリングのアップ
デート

● 都市に住みながらリモートで地⽅の仕事を請
け負うスキルをシェアする複業⼈材の拡⼤

地⽅創⽣2.0の「基本的な考え⽅」とシェアエコ



全国の自治体へハンドブックを配布
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2022年3月末 自治体向けシェアサービスハンドブックを発表。

デジタル庁から47都道府県、1,741市町村に配布。



平成29年3月より、地方においてシェアリングエコノミーの導入を推進するため、豊富な知見や活用の実

績等を備え、シェアリングエコノミーの活用をわかりやすく説明する人材「シェアリングエコノミー伝道師」を

任命し、地域情報化アドバイザーとして各地に派遣しています。地域独自の課題や魅力に気付き、シェア

リングエコノミーを課題解決の主要な手段の1つとして推進し、安全・安心・快適な地域環境の整備を図る

ことを目指しています。令和元年から4年までの4年間でも、47の派遣実績があります。

27

デジタル庁  シェアリングエコノミー伝道師の派遣

・地域住民も参加  啓発イベント  （熊本県上天草市）・自治体職員向け  DX講演依頼  （福岡県北九州市）



地域課題・目的 シェアする資源

防災・災害対応
災害時に備えた共助のシステムやネットワークづくり、

平時にも活用するフェーズフリーの仕組み等。

物資、備蓄品、避難所

移動手段、人材等

観光振興
宿泊施設や、地域住民のスキル、地場産業の「体験」などの

地域資源を活用した新たな観光資源の創出、需給ひっ迫の解消

宿泊場所、体験

移動手段等

関係人口創出

二地域居住

移住・定住だけでなく、二拠点居住、副業・複業といった多様な生活

スタイル、働き方の人が関わることのできる地域の関わりしろ、コ

ミュニティの創造による関係人口創出など。

住まい、なりわい

コミュニティ

地域コミュニティ
住環境の整備、子育てや介護など、あらゆる世代が助け合うことの

できる新たなコミュニティやシステムの創出・活用等。

地域活動や家事

介護、育児等の助け合い

サーキュラー

エコノミー

地域内で使われていない遊休資産（空間、モノ、スキル等）を、必要

とする人や場所等に再分配する取り組み等。
家具、電化製品、衣類等

空き家活用
地域にある建物を活用することのできる環境整備、

空き家活用のノウハウのシェアなど。
空き家

地域交通
地域内の二次交通など地域内の円滑な移動手段の実現

公共交通空白地域の移動手段の確保、買い物支援など。

自動車、自転車

運転スキル、駐車場等

副業・兼業

女性活躍

個々の生活環境に応じて多様な選択肢を持って働くことのできる環

境整備。企業が多様な人材を活かすノウハウ。

スキル、隙間時間

多様な人材

課題ごとのシェアリングエコノミーの活用事例



シェアリングシティ推進協議会  課題別オンライン勉強会（予定）

分野 実施月 テーマ（仮）

2025年キックオフ勉強会 2月 政策アジェンダから紐解く！抑えるべきキーワード

二地域居住 3月 二地域居住促進法と、今、地方自治体がすべきこと

循環型社会モデル 4月 ライフスタイル革命！デコ活や「サステナブルファッション」など資源循環

地域資源利活用による観光振興 5月 資源を活用した新たな関係人口交流拠点、観光資源創出の先進事例

産業振興 6月 ローカル発！課題解決型のサステナブルなビジネスモデル創出

災害時のシェアリング活用 7月 防災＆災害支援におけるシェアリングエコノミー・シェアライフの可能性

地域課題解決とシェアの活用 9月 （メルマガ特集）「シェア」はこれからの豊かさ・well-beingのキーワード

女性活躍、地域福祉 10月 誰もが元気で働きやすいまちへ。シェア × 就業率向上 の先進事例

SHARE SUMMIT 2025 11月 共生社会実現のために今必要な地域の新しいインフラとは

地域人材の育成と資源活用 12月 地域にある資源をまちづくりに活かせすために求められるものとは



‹#›

目次

・「未来の観光」を考えるための 4つの視点

・新しい旅は「誇れる暮らしざま」からはじまる 山田雄一さんが語る、いま日本の観光に必要なこと

・ポスト・コロナの「コンシャス・トラベラー」とは？

・わたしたちがホストをする理由

・Airbnbが「信頼と安全」のために取り組んでいること

 
ダウンロード・閲覧はこちら：

https://sharing-economy.jp/ja/means-to-the-future-of-travel

こちらからも

ダウンロード可能です

30

ワーキンググループの成果事例
：観光WGのガイドブック

https://sharing-economy.jp/ja/means-to-the-future-of-travel


シェアリングシティ推進協議会  参加向けページプレビュー
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シェアリングシティ推進協議会の取り組み

シェアを活用したまちづくりのサポート、全国の事例を表彰する「全国シェアリングシティ大賞」、年間を通

じてオンライン勉強会を開催しています。2024年5月には全国の取り組みを共有する場として「シェアリン

グシティフォーラム2024」を開催し全国から自治体関係者の皆様にご参加いただきました。
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「SHARE SUMMIT」や「SHARING CITY FORUM」など、各種イベントでの連携はもちろん、
「全国シェアリングシティ⼤賞」での表彰企画での連携、⾃治体向けメディアでのシェアリン

グシティの取り組みの紹介など、さまざまな場⾯でメディア連携を⾏っています。

メディアとの連携

掲載記事はこちら 掲載記事はこちら 掲載記事はこちら 掲載記事はこちら

詳細はこちら

https://localletter.jp/articles/koga_tanabe/
https://localletter.jp/articles/shimizu_airbnb/
https://turns.jp/108689
https://www.homes.co.jp/cont/press/reform/reform_01431/
https://note.com/city_seaj/n/nab553b8a64ee
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■ ビジネスマッチング
会員企業同⼠のビジネスマッチングを積極的に⾏っていま
す。  2019年では257社のビジネスマッチング機会を提供
しました。

■ 事業者間の交流や WG
協会内の研究会や賛助会員などと連携し、定期的に分野ごとのオ
ンラインイベントや交流会、エリアを超えたマッチングなどをお
こなっています。

地域や分野を超えたネットワーク



‹#›

当協議会を運営するシェアリングエコノミー協会にはおよそ400の会員企業が参加しています。

協議会参加自治体から参加企業への案内がある場合には、

法人会員向けメルマガへの情報掲載の相談をしていただくこ

とも可能です。

35

地域課題解決の一つの手段としていただくため、

各地の取り組み事例や、具体的なノウハウを持つ企業のご

紹介をしています。お気軽にご相談ください。

企業とつながるプラットフォームとしての活用



メディア掲載記

事一覧 ▶

SHARE SUMMIT - ビジネスカンファレンス

当協会設立2016年より毎年開催している国内唯一・最大の「シェア・カンファレンス」。2024年

はシェアを活用したまちづくりなどの「公民連携」をテーマに、地域の未来を切り開く全国のプ

レイヤーが東京・永田町に集結しました。カンファレンス及び交流の機会の提供と、全国の

シェアの活用事例を見ることができるツアーなどを開催し、全国から会場800名、オンライン含

め2,500名が参加。自治体関係者にも130名の方にご参加いただき、事例と熱狂をシェアし、

価値を共創する場となりました。



開催レポートなど

当日の様子▶

SHARE CITY FORUM - 実践者とアイデアが集結する場

全国200以上の自治体が参加する「シェアリングシティ推進協議会」による、年に一度の集い。

2025年は、全国で広がる「シェア」の活用・実践事例を共有し、公民連携のさらなる推進をテーマに

開催。表彰式・トークセッション・ネットワーキングを通じて、地域課題の解決に挑む自治体・企業・

個人が一堂に会しました。東京・永田町の会場に100名超の”実践者”、オンラインでは400名以上

のアーカイブ視聴申し込みがありました。地域を越えて知恵と実践、そして熱量をシェアし合う1日と

なりました。
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シェアリングエコノミーを安⼼して利⽤できるよう、シェアサービスの提供者として最低限抑
えておくべき知識をまとめたガイドブックの制作や、確定申告に関わるセミナーの実施、「働
く」「暮らす」をシェアで豊かにするヒントをお届けする無料メルマガ配信も⾏っています。

シェアで働く個⼈に向けた発信



活用事例
第2回全国シェアリングシティ大賞 受賞取り組み



北海道余市町

産官学による広域防災連携が取組むランニングストック方式による防災備蓄の
推進

企業部門

大賞



株式会社シンクロ・フード  （モビマル）
 × 一般社団法人地域活性化プロジェクト縁 GIN

能登半島地震における⼤阪府と連携したキッチンカー派遣スキームを通して、防災における官⺠連携の在り⽅
を構築。
18⽇間で延べ23,913⾷を無償提供（稼働台数：71台）
➡7/31まで継続実施し、輪島市だけでなく、志賀町、七尾市、珠洲市などへも展開を広げ、

142⽇間で81,898⾷（稼働台数：239台）の炊き出しと無償提供を実現。

自治体との「官民連携」によるキッチンカーを活用した “防災・減災スキーム ”の構築
企業部門

大賞



佐賀県佐賀市

・人口減少、少子高齢化社会において、イノベーションによる社会課題の解決は、地方でこそ輝く。

・市公式スーパーアプリを活用して情報やデータをシェアし、地域全体で「みんなで子育てできる仕組み」を構築。

・子どもたちの輝く未来とすべての人の Well-beingの向上に向かって、挑戦と発想の転換による「佐賀らしさ」で、

「日本一便利で豊かなまち、リッチ・ローカル佐賀市」を目指す。

地方の社会課題をイノベーションで解決！『みんなで子育てシェアリング』 自治体部門

優秀賞



福岡県福岡市

世界の各都市が熾烈な誘致競争を行っている国際的なリモートワーカー「デジタルノマド」。福岡市が全国に先駆けて実

施しているデジタルノマド誘致は、一地域における観光消費・経済成長に止まらない日本全体の地方創生に資する取組

みである。

“シェアが生まれる ”世界中から「デジタルノマド」が集まるまちづくり 自治体部門

優秀賞



三重県桑名市

桑名市で行政課題に対して公民連携を取り入れ始めた当初、先進事例を模倣するだけでは思うような提案が得られなかっ

た。公民連携を桑名市に合った形で取り入れるため、平成 28年度に市民サービスや行政課題に対し民間事業者の視点で広く

自由に提案することができる公民連携ワンストップ対話窓口「コラボ・ラボ桑名」を創設し、行政と民間事業者が対話を通じて知

恵とノウハウを結集し、歳出削減・歳入確保・市民サービス向上の観点から行政の課題解決を図ることを目指した。

公民連携ワンストップ対話窓口「コラボ・ラボ桑名」の取組みについて 自治体部門

優秀賞



宮崎県宮崎市
× milab株式会社、合同会社 DMM.com、地元流通小売事業者

自治体単独では実現できないレベルでの災害への備えを実現し、インフラ設備や民間企業の平時の販売在庫が、災

害時にはそれらが有効に備蓄として活用されるような、シェアリングによる今までにない形で公民連携（共助）を実現し

たい。

公民備蓄シェアによるサステイナブルな防災備蓄整備事業 自治体部門

優秀賞



akippa株式会社  × 愛知県豊田市

豊田市・名古屋グランパスと連携し、スポーツ試合やイベント時の駐車場不足・混雑解消のため 1,500台分の駐車場を確保。

新たなインフラを整備せずに駐車場シェアを活用することで、周辺住民に駐車場収益を還元地域資源を効果的に活かし、利

便性向上と地域創生を両立する新たな経済循環モデルを推進することで地域の困りごとを解決しながら持続可能なまちづく

りを実現する取り組みです。

駐車場シェア  ×スポーツ・イベントで創る地域の新たな経済循環モデル 企業部門

優秀賞



株式会社AsMama × 神奈川県箱根町

少子高齢化のため1975年頃には約2万人だった人口が現在は約1万1千人、小学校の中には生徒数が10人を切っている学年もある箱根

町。観光地で共働きが多く、従来の園・学校以外の保育サービス不足や休日の子どもの過ごし方が課題のほか、少子化に伴い子ども会が

廃止になった地域も。町内在住者の満足度を上げる施策、出生数を増やして自然増につながる施策として、自治会・地域・世代の枠を越え

た町全体の連携・協働を、アプリや知見導入だけに留まらない  AsMama独自のフィールドワークと伴走支援で、 地域活動の担い手と地

域住人の緩やかなつながりを増やし、子育てや暮らしを頼りあえる交流の場や機会の創出に官民連携で取り組んでいる。

デジタルとリアルの融合！

多世代のつながりと共助で支えあうまちづくり「箱根町子育てシェアタウン」
企業部門

優秀賞



株式会社タイミー  × 栃木県日光市

コロナ禍以降に急拡大した観光需要や、市内の慢性的な人手不足に対応するため、包括連携協定を締結。市内事業者

に対してスポットワークを通じた労働不足解消を提案するとともに、地方の労働市場に対して新たなアプローチを公民連

携で行なった。連携を進める中で、新たなチャレンジにもつながるきっかけとなり、共創から地域への新たな価値提供が生

まれている。

「働くを創造」する。労働不足解消から挑む公民連携の新たな取り組み 企業部門

優秀賞



株式会社メルカリ
× 株式会社ヤクルト山陽、広島県安芸高田市、広島県三次市

ヤクルトの拠点や人材を活用し、不要品を回収・販売するリユース実証実験を実施。

自治体や住民の課題を直接把握し、保管場所や人件費の課題を解消。全国メディアでの発信や温室効果ガス削減量

の検証も行い、地域の行動変容や企業価値向上、持続可能な循環モデルの構築に貢献している。

「メルカリ・ヤクルト山陽・安芸高田市・三次市によるリユース推進の実証実験」について
企業部門

優秀賞



九州電力株式会社

業界初の電気自動車 (EV)専業カーシェア事業者として、九州電力が電化推進の一環として全国展開しているプロジェクト。

九電グループでは、「電源の低・脱炭素化」と「電化の推進」に挑戦し続け、九州から日本の脱炭素をリードする企業グループ

を目指す。本サービスではマンション入居者専用 EVカーシェアを主軸に、パブリック EVカーシェアも展開中。

業界初！電気自動車（ EV）専業  シェアリングサービス weev(ウィーブ ) 特別賞
（安心安全）



福岡県古賀市  ×  東武トップツアーズ㈱  × 福岡県新宮町

「公民連携による共創」を公共交通政策のキーワードに、電動自転車をママ同士でシェアリングする「電動アシスト自転車導

入実証事業」、自治体の垣根を越えて市と町でバスをシェアリングする「コガバス小竹線運行」で交通課題をシェアの力で解

決に導いた。引き続き、誰もが「乗って楽しい、降りて楽しい」公共交通をめざしていく。

特別賞

（移動）
電動アシスト自転車とコガバス（コミバス）のシェアで快適な移動と生活を！



あの人に会いに行く、地域の日常に触れる、家族の一員として過ごす …という世界的な旅行ニーズの高まりを背景に、サス

ティナブルツーリズムやレスポンシブルツーリズムを目指す当市の新たな『いいだツーリズムビジョン』を官民連携の強みを

生かして策定。また、空き家活用の実践事例や改修に伴うノウハウ、個人旅行者向けの対応等を学ぶとともに、新たな宿泊

事業者や観光資源を商品造成できる地域人材を育成するための合宿型の『エアビースクール』を開講。これまでの流れを受

けて、天龍峡エリアでは地域 DAOによる拠点整備が進行中。

特別賞

（関係人口＆二地域居住）

長野県飯田市  × Airbnb Japan㈱ × ㈱南信州観光公社

ノウハウのシェアに基づく地域人材育成と地域 DAO活用による関係人口創出



起業家人材の育成により持続可能な地域づくりを実現するため、夢に向かってチェレンジする若者たちと一緒に町が伴走するローカルベン

チャースクールをスタートして９年目を迎えた厚真町。人口4200人の小さな農村には、自分の夢をかなえるために全国各地より毎年大勢の

起業家のタマゴが集合しています。企業誘致の取り組みから起業家人材を発掘し企業家を育てる方向に舵を切った厚真町では、町の未来

を担うローカルベンチャーたちの新しいサービス提供により、新たなまちの活力が生み出されています。

特別賞

（産業振興）

北海道厚真町

企業誘致しても田舎に企業なんてやって来ない！

それなら起業家人材を自分たちで育てようと決心したまち



神奈川県座間市において「①生ごみを各家庭で堆肥化、②市の収集車両が収集・運搬、③地元農家に届けて野菜栽

培に活用、④収穫した農産物を市民が食して、その生ごみを堆肥化」という「地域循環モデル」をコンセプトとしたプロ

ジェクトです。

特別賞

（資源循環）

小田急電鉄株式会社  × 神奈川県座間市

おいしい地域循環「フードサイクルプロジェクト」（共創事業）



専用チェーンとアプリケーションを使って学生同士が無料で自転車を貸し借りできるサービスの提供。

【貸す側】は各駅に設置されたチェーンを自分の自転車に取り付け、【借りる側】がそれを借りることができる。

また、学生と行政・企業、学生同士がフラットに繋がれる場所をオンライン上で提供し、世代間での交流を生み出す。

特別賞

（地域コミュニティ）

特定非営利活動法人 Colors 

シェアサイクルで地域格差を解消～学生の可能性と青春を彩る新たな移動サービス～



福岡県大刀洗町

町役場と町内企業が共通の課題解決を目指し、企業による地域資源を活用したまちづくり活動を通じて、町内就労者の人財育成を強化す

るとともに、新たな人財の獲得を目指す持続可能な取り組みである。町内企業を「企業町民」として捉え、地域全体の共助コミュニティの核

とすることで、企業間連携を促進し、町内雇用の拡大を図る。人財をシェアすることで担い手の増加と経済活性化を両立させるモデルとし

て、中間支援組織の少ない中小都市への展開可能性がある。

地域と企業が共創する持続可能な人財循環促進プロジェクト 特別賞

（人材）



株式会社アイシン  × 愛知県岡崎市  

「チョイソコ」は2018年よりアイシンが提供する乗り合い送迎サービス。高齢者でも使い易い紙での会員申込みやコールセン

ターでの乗車受付、持続性を保つためのスポンサー協賛制度、外出目的を地域と一緒に作り利用を促進する「コトづくり」な

ど様々な施策を地域と一緒に行うことで、単なる移動手段ではなく地域全体を活性化させるサービスとして定着を図ってい

る。

地域と共に創る持続可能な乗り合い送迎サービス「チョイソコ」 TURNS賞



株式会社NomadResort 
× 沖縄県名護市、地域企業  (宿泊・不動産・観光事業者 )

沖縄県名護市（シェアリングシティ協議会加盟）を拠点に、海外デジタルノマドの長期滞在を促進する NomadResort Okinawa（NRO） を
実施。11カ国から18名のノマドを誘致し、地域消費額431万円、経済波及効果629万円、ビジネスマッチング7件成立。地域住民や地域企

業・自治体と連携し、持続可能なノマド受け入れ体制を構築。今後は、沖縄全体での長期滞在プログラムを展開し、自治体・DMO・民間企

業との協力を拡大し、通年の受け入れを実現していく。

海外デジタルノマド誘致による地域経済活性化と持続可能 LOCAL LETTER賞



長野県辰野町

町の85％は森林に囲まれ、人口は他地域同様減少しており、特筆した観光資源もない。空き家・空き店舗も増加し、シャッター商店街化し

ていました。その中で、商店街をショッピングストリートとしてではなく、場所を拡張しながらそのまちのコミュニティ空間として再定義していく

「トビチ商店街」という概念が生まれました。そうした概念から生まれた活動を皮切りに、遊休資産のシェアだけでなく、地域課題を自分事と

する能動的な地域プレーヤーが持続的に創出する仕組みが出来ました。

空き家・空き物件の幸をシェアし、「トビチ商店街」という新たな価値観を起点に、

自分たちで自分たちの町をつくる。誰もが作り手になれる町！ LIFULL HOME’S
PRESS賞


